
日清オイリオグループビジョン2030
目指す姿の実現に向けた重点領域（マテリアリティ）の特定とガバナンス

グローバル
•  持続可能な食糧生産への要求
•  新興国での食肉・嗜好品・化粧品需要の増加
•  デジタルテクノロジーの発達
•  環境問題の深刻化
•  新型感染症の発生による行動変容

日本
•  少子高齢化の進展
•  生産年齢人口の減少
•  生活者の食スタイルの変化
 －孤食の増加、嗜好の多様化

機会 リスク
 健康寿命延伸ニーズの高まり
 健康目的の油脂の積極摂取の増加
 健康に関するビッグデータの充実
 生活者の新たな食スタイルでの市場拡大
 新興国の発展による新たな市場拡大
 環境配慮型ビジネスへの評価の高まり
 AI・IoTなどを活用した商品・サービスの充実
 顧客とのダイレクトな接点によるビジネスチャンス

 健康をターゲットにする競争の激化
 健康意識や食スタイルの変化による油脂離れ
 持続可能性に欠けた原料を扱うことによるレピュテーションリスク
  気候変動による原料の安定調達および原料・エネルギーの 
コスト上昇リスク
 環境問題の深刻化による災害の激甚化
 人材獲得不足による競争力の低下
 未知のウイルスによる行動制限など想定を超えた経済の低迷

今後予測される社会動向を分析し、当社における機会とリスクを抽出

社会課題：SDGｓ（国連）、食品産業戦略（農林水産省）、未来投資戦略（内閣府）、企業行動憲章（経団連）より抽出

・森林保護
・気候変動への対策
・デジタル活用によるイノベーション

・栄養不足解消
・商品による健康・美容の増進
・持続可能な食糧生産
・持続可能なエネルギー

・デジタル活用による健康寿命延伸
・災害や廃棄物による悪影響削減
・水質改善、海洋汚染防止
・ 働き方改革
・人権尊重
・ダイバーシティ推進

・商品によるおいしさ・利便性向上
・商品・サービスの新たな価値訴求
・日本品質による海外進出
・物流等インフラ強化
・廃棄物発生防止・資源活用
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重要となる社会課題

6つの重点領域とCSV目標を設定

すべての人の
健康

おいしさ、美のある 
豊かな生活 地球環境

食のバリューチェーンへの
貢献

信頼でつながる
サプライチェーン

人材
マネジメント

　「ビジョン2030」策定から３年が経過し、消費者意識や購買
行動の変化、サステナブルな生産や調達に対する社会からの
要求水準の高まり等、事業を取り巻く環境が大きく変化しま
した。このような環境変化や「ビジョン2030」の戦略に沿った
さまざまな取り組みを推進するなかでの進捗状況をふまえ
て見直しを行い、2030年度目標が未設定となっている「地球

環境」「信頼でつながるサプライチェーン」「人材マネジメント」
のCSV目標を改めて設定しました。
　2025年度から始まる新中期経営計画では、各重点領域で
の価値創造ストーリーと事業戦略の一体化を一層進め、CSV
による成長を実現していきます。

　当社グループは、取締役会が設置する審議委員会「経営サ
ステナビリティ委員会」にて、企業の持続的な成長と社会の持
続的な発展（サステナビリティ）に貢献するための基本方針の
立 案 やビジョンで目 指 す姿 の実 現 に向 けた重 要 課 題、
TCFD・TNFD提言に基づいた方針・戦略などを審議してい

ます。その重要なテーマとして、当社事業に影響を与える重
要なリスク・機会の抽出と社会課題の検討、重点領域やCSV
目標、具体的取り組み等の設定や見直し等を審議していま
す。その内容は適宜、取締役会に報告されるとともに、特に重
要な案件については取締役会で決議されます。

CSV目標の見直し

CSV目標達成に向けたガバナンス体制

重点領域の特定プロセス（「ビジョン2030」策定時）

「ビジョン2030」で目指す姿の実現に向け、当社グループが注力すべき6つの重点領域を定めています。重点領域における課
題解決を通じた社会との共有価値の創造（CSV）を成長ドライバーとしていきます。2030年に予想される社会動向から、当社
グループにとってのリスクと機会を分析するとともに、価値創造に影響を及ぼしそうな社会課題を抽出し、「社会から求められ
るニーズの大きさ」と「当社グループとしての関与度」の２軸で評価し、重要となる社会課題を特定しました。そのうえで、当社
グループの強みなども含めて総合的に判断し、6つの重点領域を特定、その領域でのＣＳＶ目標を設定し、目指す姿の実現に向
けた取り組みを進めています。

重点領域 取り組み項目・設定目標 環境認識・および目標設定の考え方

地球環境

プラスチック容器・包装の削減および資源循環の
推進

（2030年度目標設定）

・ プラスチック汚染根絶に向けた国際条約が議論されており、プ
ラスチックのライフサイクル全体にわたる取り組みを推進、循
環型社会への移行が求められている

・ 石油から新たに作られるプラスチック使用量の削減と、社会実
装されている容器回収、リサイクルスキームへ食用油プラス
チックボトル導入を目指す取り組みを目標化

植物資源を活用した、環境にポジティブインパク
トを与える商品・サービスの開発

（2030年度目標設定）

・ 環境にポジティブインパクトを与えながら、お客さまに新たな
価値を提供できる商品・サービスと改めて整理

・ 環境と経済の相互依存関係を認識し、持続可能な成長を実現
するため、2030年度目標については経済的な成長を確認で
きる目標を改めて設定する

信頼でつながる
サプライチェーン

人権尊重を基盤とした事業活動の展開・深化
（2030年度目標設定）

・ 欧米では人権デュー・ディリジェンスが法制化されてきている。
当社グループは欧州を主要市場としており、人権尊重も先行
する欧州の高い要求水準を認識する必要がある

・ 人権侵害を発生させないという意思を示す目標とし、国連指
導原則に沿った人権デュー・ディリジェンス、苦情処理、教育、
情報公開の一連のサイクルが回せている状態を目指す

人材マネジメント
（取り組み項目を
再設定）

グループの理念・ビジョンへの共感 ・ CSV 目標達成と当社の永続性を担保する組織体制の確立を
目指す

・ 目指す人材のあり姿を「グローバルな舞台で「おいしさ・健康・
美」の新たな価値を創造し続けるエネルギッシュな精鋭集団」
とし、そこに向けた目標を設定

　※詳細はP61をご覧ください

強固な人材力の構築

多様な人材の活躍

イノベーションを生み出す組織風土への進化

今回の見直しにおける目標設定の考え方

社外の専門家の
アドバイス等をふまえ、
新たに出現したリスク・

機会を抽出し、
社会課題を再検証

1 の結果をふまえ、
重要度の高い項目を
CSV 目標等へ反映

経営サステナビリティ
委員会での審議

取締役会での決議

CSV目標の見直しのプロセス

1 2 3 4

	各CSV目標の詳細はP45～64をご覧ください

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
重点領域への
取り組み

コーポレート
ガバナンス
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当社グループは、長年植物油脂を研究し、その栄養としての価値と加工技術を高め続け、おいしい食品や
安全で高品質な素材として提供することができます。ライフステージや健康状態にあった「おいしい食事」
と「食生活、食習慣」の提案を通じ、生涯にわたり、活力のある健康的な生活に貢献します。

ビジョン2030で目指す姿を実現するための重点領域

1 すべての人の健康

日清オイリオグループビジョン2030

共有価値と社会インパクト

実現したい姿に向けた主な取り組み

CSV目標

脂質栄養の
知見を軸とした

商品・サービスの提供

社会価値
健康寿命の延伸に貢献

経済価値
多様な健康課題を

解決する商品の売上拡大

人生100年時代を支える心身の健康に貢献します
人生100年時代を支える心身の健康づくりのため、�
特に低栄養、過栄養、パーソナルな健康課題等の解決に取り組みます

「Value Up +」期間中の成果と今後に向けて

　脂質栄養の知見を活かした健康課題の改善を目指し、脂質栄
養に関するエビデンスの取得と商品開発に取り組んできました。
特にMCTについては、「体脂肪やウェスト周囲径を減らす※1」に
加えて、「日常活動時の脂肪の燃焼を高める※1」の届出を行い、
2024年秋に「日清MCTオイルHC」をダブルヘルスクレームの
機能性表示食品としてリニューアルしました。また、MCT市場
の活性化を目指し、流通や加工食品メーカーの皆さまに原料と
して採用いただくことで、MCTを原料に含む商品を広く展開す
るとともに、その機能をわかりやすくストーリー化し、メディア
などを通じて健康情報を発信する取り組みを推進してきました。
これらの取り組みの成果もあり、MCTの認知率は2021年3月か
ら2024年3月にかけて40.3%から59.4%に上昇し、広く知られ
るようになりました。そして、家庭用食用油におけるMCTの市
場規模は、2021年度の18億円から2023年度には34億円へと
拡大しています。
　今後は、超高齢化社会が進む日本における“フレイル”などの
社会課題や、健常者の体調や体質などパーソナルな健康課題に
対して、脂質栄養の知見を活かした商品や食生活の提案などを

通じて課題解決に貢献し、さらに、これらの取り組みの成果を当
社グループの成長へとつなげていきます。 
※１ BMIが高めの方

「MCT」または「中鎖脂肪酸」の認知率

2021年3月 2022年3月 2023年3月 2024年3月

（%）

健康関与成分として「MCT」または「中鎖脂肪酸」 の認知率
2024年3月当社調べ（n=1,500（1都3県の居住者））
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51.4%取り組み項目 2023年度実績 2024年度目標 2030年度目標
多様なライフステージにおいて健康とエネ
ルギーを生むヘルスサイエンス商品の伸長
率の向上（2019年度比）※１

133％ 150％ 200%

脂質栄養の知見を活かした健康課題の改
善につながる商品の開発※2

・�脂肪燃焼や低栄養・フレイル
対策関連のエビデンス6件取得
（MCT）
・�少量高エネルギー商品等計9品
上市

フレイル予防やメタボ改善に関連
するエビデンスの取得と商品上市
（2022年度から累計20品以上）

パーソナルな健康課題の解決（体
質の改善や体調のコントロール）
に関連するエビデンスの取得と商
品開発

最適な脂質の摂取につながる健康情報に
ついての提供人数拡大
（2021年度からの累計）※3

累計8,941万人 累計��1.3億人 累計��4億人

※1�MCTオイル、加工食品、健康オイル、サプリ的オイル、ウェルネス食品等、生活習慣病やフレイル等の対策に貢献できる商品
※２低栄養、過栄養、パーソナルな健康課題等の解決に貢献できる商品
※３脂質の健康情報とは、低栄養・過栄養の改善、ボディメイクなどパーソナルな健康課題の解決に役立ち、かつ油脂の正しい理解や価値向上につながる情報発信を指す。

実現したい姿

（社会価値）

健康寿命の延伸

（経済価値）

多様な健康課題
を解決する商品
の売上拡大

ヘルスサイエンス商品
の伸長率向上

健康課題の改善につ
ながる商品の開発

最適な脂質につなが
る健康情報の提供人
数拡大

・�生活習慣病、低栄養、フレ
イル対策に関連するエビ
デンス取得、商品開発
・�体調・体質を改善する商
品開発

・�植物油脂に関する正しい
知識の発信
・�多様な課題解決に向けた
食提案

脂質栄養の知見
の獲得

【関連事業】

油脂（油脂・油糧）�
加工食品・素材（調味
料、機能素材・食品）

関連するCSV目標 主な取り組み

　私たちは、MCTオイルを使用し

た機能性表示食品のヨーグルト「毎

日のMCTヨーグルト400g」を2023

年より発売しています。MCTオイル

の食べ方として、ヨーグルトにかけ

る方が多いという調査結果が開発

のきっかけでした。ヨーグルトは、健

康維持やダイエットなどを目的とし

て習慣的に食べる方が多い食品で

す。ここに認知度が高いMCTオイ

ルを使用することにより、体脂肪対

策とヨーグルトとしての乳酸菌やカルシウム摂取という基本的な

健康価値を、同時にお客さまにお届けすることが可能になりました。

機能性表示食品として、明確にエビデンスをパッケージに示せるこ

とも、商品としての競争力になっています。開発に当たっては、毎日

の食生活の延長上で無理なく食べていただけるよう、おいしさに徹

底的にこだわりました。MCTオイルは無味無臭ですので、乳の風

味を活かしながら自然な味わいを保つことができるという点でも

相性のよい素材だと思っています。

　当社の事業は、酪農と共にある乳業として存在することが主たる

フィールドである点は、これからも変わりませんが、食を取り巻く環

境が大きく変化するなか、“植物のチカラ®”が期待されると考えて

います。今後も良きパートナーとして、

共に食を通じて健康やおいしさの価

値をお届けできるよう、積極的な提案

を期待しています。

両社の強みを活かした商品を通じて
良きパートナーとして共に健康やおいしさの価値を提供

タカナシ乳業株式会社　 
商品本部　商品部  
第3グループ　マネジャー

桑原  万裕子

パートナーの声

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
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取り組み
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　今年発売した「日清ヘルシーク

リア」は、お客さま相談窓口に「酸

化」についてのお問い合わせが多

いことに着目し、生活者は「油の酸

化」に対して漠然とした不安を持っ

ているのではないかという仮説（生

活者のインサイト）に応える商品と

して「鮮度長持ち、サビないオイル」

をコンセプトに開発しました。

　このたび採用した「ウルトラ酸化

バリア製法」は、当社がこれまで蓄

積してきた酸化抑制技術を結集し・進化させたものです。3つの酸

化抑制技術を組み合わせ、製品中の酸素を極限まで減らすことに

より、開封後一定期間が経過した油でも、すっきり・油っこくない

ことを実感できる商品となりました。

　「日清サラダ油」の発売100周年を迎える今年生まれた商品です

が、「日清ヘルシークリア」は決して過去を振り返る記念商品では

ありません。今後を見据えた未来志向の商品です。生活者が食用

油を選ぶ価値基準の一つに「酸化していないこと」が加わること、

そして、本商品が多くの生活者の「おいしい食卓」の支えとなるこ

とを期待しています。

「おいしさ」と「美」は、個人の価値観を構成する大切な要素であり、この価値観を満たすことは、人々が幸
せな生活を送ることにつながります。「おいしさ」と「美」の追求を通じて、人々のクオリティー・オブ・ラ
イフ（QOL）を高め、社会と共有できる価値を創造することで、生活をより豊かにし続けます。

2おいしさ、美のある豊かな生活

日清オイリオグループビジョン2030

ビジョン2030で目指す姿を実現するための重点領域

「おいしさ」と「美」を
もたらす油脂を商品・
サービスとして提供

社会価値
人々の「生活の質」
（QOL）の向上

経済価値
「おいしさ」と「美」を追求する

商品のマーケット創造	
および売上拡大

「おいしさ」と「美」の追求を通じてより豊かな生活の実現に貢献します
食卓に「おいしさ」を提供し、豊かな生活に貢献するブランドとして、価値向上に取り組みます

「Value Up +」期間中の成果と今後に向けて

　今年は、「日清サラダ油」の発売から100周年となります。長き
にわたり食用油を通じて、新たな価値を創造し続けてきた当社は
生活者の潜在ニーズに応え、「開封後も鮮度が長持ちする」という
新たな価値を提供する商品として「日清ヘルシークリア」を上市し
ました。発売開始2カ月で100万本を突破するなど、好評をいただ
いています。
　また、食での「おいしさ」を追求する商品として、「味つけオイル」
の市場創造に取り組んできました。「味つけオイル」は、オイルに
スパイスやハーブなどに含まれる香味成分を溶け込ませた商品
で、複数の食材を組み合わせた複雑な味を1本のオイルで実現す
ることが可能となります。「オイルで味つけをする」という新たな
食の楽しみ方を、より多くのお客さまに体験していただくために、
イベントなどでの試食やサンプル配布、SNS・通販などと連動し
た企画を継続しています。「味つけオイル」の一種である「日清や
みつきオイル」の認知率は2021年度の19.2%から2023年度には
25.2%へと伸長しました。生活者の価値感が多様化するなか、多

様なニーズに寄り添った商品を提案し続けることで、市場の活性
化を図り続けています。
　また、「美」を実現する商品の伸長率向上に向けては、自然や
オーガニックを訴求した化粧品への関心が高まるなか、2023年
に化粧品原料中の自然由来指数（ナチュラリティ）を向上する新商
品を発売しました。アジア・欧米への販売に向けた技術提案の強
化の成果などもあり、化粧
品油剤を含む「美」を実現
する商品の伸長率は126.6%
（2019年度比）となり、ファ
インケミカル事業の成長へ
とつながっています。

生活者のインサイトに応えて
当社の技術を結集した付加価値型商品を開発

ホームユース・	
ウェルネス食品開発センター		
ホームユース開発課長	
吉村	和馬

取り組み項目 2023年度実績 2024年度目標 2030年度目標

食卓に「おいしさ」を提供し、豊かな生活に貢
献するブランドへの磨き上げ

油の酸化を徹底的に抑制する「ウ
ルトラ酸化バリア製法」を採用した

「日清ヘルシークリア」を2024 年
春発売

お客さまと共感できる価値を具現
化した商品の上市・展開 企業ブランド認知率90％

食での「おいしさ」や「美」を追求する商品創出
味つけオイル新 商 品 投 入やプロ
モーション展 開 による認 知 拡 大

（認知率：25％）

かけるだけで「料理をおいしくす
る」食用油の浸透による食卓の豊
かさへの貢献（お客さまとのタッ
チポイントを広げ、味つけオイルの
市場を育成）

食用油を基軸とした新たなカテゴ
リー創出による食の豊かさへのさ
らなる貢献

美を実現する商品の伸長率の向上
（2019年度比）※1 126.6％ 150％ 200％

※1化粧品原料（IQL,NOST含）、セッツ自社衛生管理事業

実現したい姿

（社会価値）

人々の「生活の質
（QOL）」の向上

（経済価値）

「おいしさ」 と
「美」を追求する
商品のマーケッ
ト創造および売
上拡大

食卓に「おいしさ」を
提供し、豊かな生活に
貢献するブランドへの
磨き上げ

食での「おいしさ」や
「美」を追求する商品
創出

美を実現する商
品の伸長率向上

【関連事業】
ファインケミカル

【関連事業】
油脂�
加工食品・素材

関連するCSV目標 主な取り組み

油脂を活用した調理法の提案

油脂と他の素材との共創による味づくり

ナチュラルな製法やオーガニック素材を用いた食品
の提供

チョコレートや大豆の持つおいしさの引き出しとお
客さまが求める味づくり

高品質、機能的な化粧品油剤の提供

ウルトラ酸化バリア製法

Neoナチュメイド
製法

日清ウルトラ
ファインバブル

製法

酸化ブロック
製法

共有価値と社会インパクト

実現したい姿に向けた主な取り組み

CSV目標

社員の声

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
重点領域への
取り組み

コーポレート
ガバナンス

業績・
企業情報
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　当社グループの事業活動は植物資源をベースとしており、植物の生

育に大きな影響を与える気候変動への対応は経営の重要テーマです。

そのため2021年にTCFD提言に賛同を表明し、2022年度より気候変

動に伴うリスク・機会の分析、財務影響などのシミュレーションなどを

通じた情報公開を実施しています。

　また、当社グループにとって地球環境や自然資本の保全は事業の持

続性そのものであることから、2023年に「日清オイリオグループ生物

多様性方針」および「日清オイリオグループ水方針」を策定し、保全へ

の取り組みを進めています。さらには、TNFD提言のフレームワークを

参考に、開示が求められる自然関連課題の特定と評価に着手しました。

　自然関連課題を含むサステナビリティ課題に関するガバナンスやリ

スク管理については、取締役会が設置する経営サステナビリティ委員

会において方針・戦略などの審議やリスク管理を行っており、取締役

会は課題解決に対する責任を持ち、目標進捗の監督を行っています。

自然関連課題を含むサステナビリティ課題について、統合的な対応を

進めていきます。

　2050年までのカーボンニュートラル実現に向けた長期戦略のレジ

リエンスを向上させるため、気候関連リスク・機会の特定・評価およ

び対応策について継続的に検討しています。気候関連リスクについ

ては、短期／中期／長期のリスクと機会を特定し、財務上の影響につ

いて定性的に評価しています。なお、検討プロセスにおいては1.5／

2℃シナリオおよび4℃シナリオを用いています。2023年度は、一部

のリスクに対して①「炭素税・ETSなどによるコスト増」、②「農業に

おける脱炭素による原料大豆価格上昇」、③「気象災害による生産停

止に伴う利益減」についての財務影響を定量的に分析しました。ま

た、当社グループの事業活動へ大きく影響するリスク・機会について

の対応策を検討しました。

植物資源を事業のベースとする当社グループにとって、地球環境や資源の保護は事業の持続性そのも
のです。次世代のため、脱炭素社会、循環型社会の実現を目指し、未来を見据えて事業活動での環境
負荷を最小限にする取り組みを進めるとともに、環境課題の解決に資するビジネス領域の構築を進
めます。

3 地球環境

日清オイリオグループビジョン2030

ビジョン2030で目指す姿を実現するための重点領域

事業活動による
環境負荷の最小化と
環境課題を解決する

ビジネスの構築

社会価値
植物が育ち、

健やかに暮らせる
地球を未来に残す

経済価値
事業のベースとなる

植物資源の
安定的な確保

地球環境を次世代に引き継ぐために未来を見据えて挑戦します
温室効果ガス削減／循環型社会実現／プラ課題解決／土壌、水汚染防止のための�
植物資源活用等に取り組みます

■�これまでの取り組みと統合的対応に向けて

■�TCFD提言への対応

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）、TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）提言への対応

TCFD   https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/environment/tcfd.html

日清オイリオグループ生物多様性方針   https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/environment/biodiversity_policy.html

日清オイリオグループ水方針   https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/environment/water_policy.html

財務影響分析の対象リスク

取り組み項目 2023年度実績 2024年度目標 2030年度目標
Scope1,2におけるCO2排出量削減(2016
年度比） 18.6％削減（速報値） 20％削減 50％削減

Scope３におけるCO2排出量削減
（2020年度比：カテゴリー１,４から取組開始）

・�2030年度定量目標設定
・�主要原材料（大豆・菜種）由来の
CO2排出量算出方法につき日本
植物油協会を介して米国・カナ
ダの業界団体と具体的協議開始
（9月～）

購入した製品・サービスおよび輸
配送（上流）の排出量の70％をカ
バーするサプライヤーから、2026
年までに科学に基づく削減目標の
設定と、そのコミットメントを得る

25%削減

プラスチック容器・包装の削減および資源
循環の推進

・�紙容器商品3品発売（キャノーラ、
ハーフユース、ごま）
・�従来ボトル比でプラ量▲39％、再
生PET樹脂30％の新容器を導入
し8品上市

ホームユース商品の環境対応素材
導入率70%
（対象：食用油およびギフト）

・��資源循環につながる容器・技術・
サービスの開発や仕組みの実現
・��石油から新たに作られるプラス
チック容器（ボトル・キャップ)の
原単位削減：15%（2022年度比)

植物資源、当社技術を活用した、環境にポジ
ティブインパクトを与える商品・サービスの開
発（2021年度からの累計）

累計:41件
（フードロス削減につながる長持ち
オイル、植物性工業用油脂等を開
発・上市）

累計　80件
環境にポジティブインパクトを与
える商品・サービスが中核となり、
成長を牽引

実現したい姿

（社会価値）

植物が育ち、健や
かに暮らせる地
球を未来に残す

（経済価値）

事業のベースと
なる植物資源の
安定的な確保

・Scope1,2におけるCO2排出量削減
・Scope3におけるCO2排出量削減

プラスチック容器・包装の削減および資源循環の
推進

環境にポジティブインパクトを与える商品・サー
ビスの開発

【関連事業】
油脂（油脂・油糧）
ファインケミカル

【関連事業】
油脂（油脂・油糧）

関連するCSV目標 主な取り組み

サプライチェーン全体での温室効果ガスの削減

TCFD・TNFD提言に対応した開示の充実化と、分析
結果に基づいた対応

容器包装におけるプラスチック使用量の削減、環境
対応素材の採用、リサイクルの仕組みの整備

環境課題解決型ビジネスの構築

財務上の影響 影響度 発生可能性 発生時期 財務影響分析内容

移行リスク

炭素税の上昇により、エネルギー・容器・輸送等のコストが増加
するリスクがあります。また、企業のCO2排出量取引制度の導入
により、排出枠購入費用が発生するリスクがあります。

大 高 中期、長期 ①�炭素税・ETSなどによる
コスト増

従来型の環境負荷の高い農法からの転換や土地利用規制の強
化により、生産量の低下、人件費の増加等が生じ、原料価格が上
昇するリスクがあります。

大 高 短期、中期、長期 ②�農業における脱炭素によ
る原料大豆価格上昇

物理的リスク
自然災害の頻発・激甚化により、原料産地が被災し、収穫減に伴
う原料価格の高騰リスクがあります。また、生産拠点が被災した
場合は、生産・販売・物流能力が一時的に低下し、売上が減少す
るリスクがあります。

大 高 短期、中期、長期 ③�気象災害による生産停
止に伴う利益減

共有価値と社会インパクト

実現したい姿に向けた主な取り組み

CSV目標

分析結果
①炭素税・排出量取引制度（ETS）などによるコスト増
　当社およびISF（マレーシア）を対象に2℃および1.5℃シナリオ※1における
炭素価格を用いて、2030年と2050年の炭素価格における年間負担額をそれ
ぞれ算出しました。いずれのシナリオにおいても、CO2排出量削減目標を達成
した場合、2030年の2社負担額は2.0℃シナリオで20億円／年、1.5℃シナリ
オで26.1億円となり、現状維持の場合と比較して半分程度に抑えられるとい
う示唆が得られました。
②農業における脱炭素による原料大豆価格上昇
　大豆の主要生産国である米国とブラジルを対象に、NGFS※2�による1.5℃
相当シナリオを用いて2030年と2050年の大豆価格変化による年間の調達コ
スト増加額を算出しました。その結果、米国・ブラジル産大豆のいずれもコス

ト上昇し、財務影響算定を行ったリスク項目の中で最も大きな影響（2030年
に合計165億円／年、2050年に合計259億円／年）となりました。
③気象災害による生産停止に伴う利益減
　国内事業を対象に、IPCC※3�の4℃／2℃シナリオを用いて、洪水により操業
停止した場合の2050年における年間営業利益の減少額を算出しました。そ
の結果、気象災害の影響が大きいとされる4℃シナリオでも影響額は1.76億
円／年となり、財務影響算定を行ったリスク項目の中で、最も影響が小さいこ
とが分かりました。
※1��2�℃シナリオはIEAのWorld�Energy�Outlook�2022におけるAPSシナリオを、1.5℃

シナリオはNZEシナリオを使用
※２���NGFS（Network�for�Greening�the�Financial�System）：気候変動リスクにかかる

金融当局ネットワーク
※3���IPCC（Intergovernmental�Panel�on�Climate�Change）：気候変動に関する政府

間パネル

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
重点領域への
取り組み

コーポレート
ガバナンス

業績・
企業情報
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菜種

大豆

カカオ
カカオ

カカオ ごま

オリーブ

大豆
菜種

パーム

ごま

 ■  当社グループの自然に対する依存関係と影響 
（Locate, Evaluate）

　当社グループの油脂事業および加工食品・素材事業におけるバ
リューチェーン上流、直接操業および下流について自然に対する依
存と影響を特定しました。上流では、原材料となる作物の生産およ
び、パーム油など一部原材料の搾油などの加工プロセスがあり、当

自然との接点

社グループにとっての主要原材料である大豆、菜種、パーム油、カカ
オ、オリーブオイル、ごま油の生産加工を分析対象としました。直接
操業では、調達した原材料の製造加工を行っています。また下流で
は、顧客企業による当社加工品の最終製品への製造加工、流通およ
び最終消費者への小売りが行われています。自然との接点は下図の
通りで、これらの地域について依存と影響の特定を行いました。

日清オイリオグループビジョン2030

　TNFDが提唱するLEAPアプローチを参照しながら自然関
連課題（依存・影響・リスク・機会）の特定と評価に着手しま
した。LEAPアプローチは、自然との接点、自然との依存と影
響、および自然に関するリスクと機会などを評価するための
統合的なアプローチとして、TNFDにより開発されました。

　2023年度は、当社グループ事業の自然に対する重要な依
存関係と影響の特定やリスクと機会の抽出、関連する既存施
策の整理を実施しました。今後もLEAPアプローチを通じて
優先地域の特定やリスクと機会の重要性の評価等を実施し、
対応策の具体化や指標の設定等を検討していきます。

　自然に対する依存関係と影響の特定にあたっては、ENCORE※1を
利用して、特に重要な依存関係、影響の特定のためのスクリーニング
を実施しました。バリューチェーンの上流、直接操業、下流それぞれ
について、主要な工程を整理し、工程ごとに発生する一般的な依存・
影響の状況を特定しました（P52 表１、表２参照）。主要な工程の整理

には世界産業分類基準（GICS）※2を参照しています。

※1  ENCORE（Exploring Natural Capital Opportunities, Risks and Exposure）は、
自然資本分野の国際金融業界団体（NCFA）主導で、世界自然保全モニタリングセン
ター（UNEP-WCMC）などが共同で開発したツールであり、TNFD v1.0の中でも、
LEAPアプローチのLocate、Evaluateで活用できるツールとして紹介されています。

※2  GICSは米国の格付け会社であるS&Pと機関投資家向けに指数や分析ツールを提供す
るMSCI（モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル）が共同開発した産
業分類であり、世界の産業が11のセクター、24の産業グループ、69の産業、158の産
業サブグループに分類されています。

発見する
（Locate）

自然との接点

Locate, Evaluate

診断する
（Evaluate）

依存関係と影響

評価する
（Assess）

重要なリスクと機会

準備する
（Prepare）

対応し報告する

2023年度
当社

グループの
実施概要

・バリューチェーンに関連がある国、地域を特定

・�バリューチェーンの上流・直接操業・下流の事業工程ごとに重
要な依存している生態系サービスおよび影響要因を特定

※特定にはTNFDが推奨するデータベースを使用

Assess, Prepare

・�特定した重要な依存と影響から発生するリスクと機会を抽出

・�抽出されたリスクと機会への対応となる、現在の取り組みを整理

・�既に取り組んでいる自然関連の指標や目標と依存や影響、リスク
と機会に関連づけて整理

　当社グループは自然資本が事業の持続性に大きく関わるとの認識のもと、2023年度よりTNFDが公表したフレームワーク
を参考に、自然関連に対応したリスクと機会の分析に着手しました。今後も開示の充実化を図っていきます。

LEAPアプローチと2023年度の実施概要

■ TNFD提言への対応　

戦略

表1  自然に対する依存の状況

表2  自然に対する影響の状況

●  バリューチェーン上流では、食用油脂の原材料となる大豆、菜種、オ
リーブ、ごま、パーム、カカオの生産工程において、昆虫などによる
受粉媒介、干ばつの抑制、肥沃な土壌の維持といった作物の生産を
支える生態系サービスに大きく依存していること、さらには洪水・
暴風雨などの自然災害の被害を緩和する機能や農地における土壌
侵食を抑制する機能も、自然資本から受ける重要なサービスである

ことが確認できました。
●  原材料別では、カカオの生産は受粉媒介への依存度がより高く、自

然状態の変化の影響を受けやすいことが特定されました。
●  直接操業の製造加工工程および下流の当社からの販売先企業にお

ける製造加工工程において、水資源へ依存していることが特定され
ました。

●  バリューチェーン上流の原材料生産工程では、陸上生態系の利用
や水質・土壌汚染が影響要因として特定されました。ENCOREで
の説明や文献などからも、原材料生産地開発のための森林伐採や
栽培における肥料や農薬の過剰使用は、陸上生態系の利用や水
質・土壌汚染として自然にマイナスの影響を与えると認識してい
ます。

●  原材料別では、パーム油は原産地での搾油工程に伴うGHG排出
量や廃棄物、水の利用が自然に影響を与えていることが特定され
ました。

●  直接操業では、製造加工工程において製造拠点からのGHG排出
や廃棄物の発生や水の排出を通じて自然に影響を及ぼす可能性

が高い結果となりました。また、下流では、当社からの販売先企業
における製造加工工程、流通および販売工程において、GHG排
出、廃棄物の発生や水の排水を通じて自然に影響を及ぼす可能性
が高いことを特定しました。

●  食品製造業界全体として、製造加工工程や製品から発生する食品
廃棄物、容器包装に使用するプラスチックの使用と廃棄は重要な
課題となっています。特にプラスチックは、廃棄・焼却時のGHG
排出や、海洋に流出したプラスチック（マイクロプラスチック）が海
洋の生態系に与える影響も懸念されています。当社グループもこ
れらを重要な課題と認識しています。

 ■  リスクと機会（Assess, Prepare）
　当社事業の自然に対する依存関係と影響のうち、特に依存・影響
度合いの大きい項目に対してリスクと機会を抽出し、対応する現在

の取り組みを整理しました※。

※  詳細についてはWebサイトをご覧ください 
https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/environment/tnfd.
html

 

■  指標と目標
　当社グループでは自然関連の指標として、GHG排出量、大気汚染
物質および化学物質排出量、水使用量、廃棄物発生量、容器包装使
用量（プラスチック含む）、および持続可能な原料調達割合をサステ
ナビリティデータ集で開示しています。これらはTNFDが開示を推
奨しているコアグローバル指標にも含まれるものです。

TNFD 	https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/environment/tnfd.html	

＜上流＞ ＜直接操業＞

円印は、主要原材料生産地エリアおよび製造拠点の位置を示しています

バリューチェーン 依存している生態系サービス
供給サービス 調整サービス

水の供給 バイオマ
スの供給

遺伝資源 その他 昆虫や風
による受
粉媒介

害虫駆除
疾病抑制

土壌侵食
の抑制

自然災害
の被害緩
和

安定した
降雨量

植栽等に
よる室内
空気循環

安定した
気候

廃棄物の
分解

肥沃な土
壌の維持

大気や水
質の浄化

上流 大豆生産
菜種生産
オリーブ生産
ごま生産
パーム生産
カカオ生産
搾油 

（オリーブオイル、ごま油、パーム油）
直接操業 製造加工
下流 製造加工

輸送
販売

バリューチェーン 影響を及ぼす要因
気候変動 土地・淡水・海洋利用の変化 汚染・汚染除去 資源の利用・補充

GHG排出 陸上生態系
の利用

淡水生態系
の利用

海洋生態系
の利用

土壌汚染物
質

水質汚染物
質

固形廃棄物 騒音などの
生活妨害

非ＧＨＧ大
気汚染物質

水利用 その他資源
の利用

上流 大豆生産
菜種生産
オリーブ生産
ごま生産
パーム生産
カカオ生産
搾油 

（オリーブオイル、ごま油、パーム油）
直接操業 製造加工
下流 製造加工

輸送
販売

菜種 カナダ、オーストラリア
大豆 米国、ブラジル、カナダ
オリーブ イタリア、スペイン、ギリシャ
ごま ナイジェリア、ブルキナファソ、タンザニア、モザンビーク、マラウィ
パーム マレーシア、インドネシア
カカオ ガーナ、エクアドル、ベネズエラ、ナイジェリア、インドネシア、ドミニカ共和国

① 日清オイリオグループ（株）、セッツ（株）、大東カカオ（株）
② ISF(マレーシア) 

②

①
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日清オイリオグループビジョン2030

　植物資源をベースに事業活動を行う当社グループにとっ

て、植物の生育に大きな影響を与える気候変動への対応は

経営の重要テーマです。そのため、2050年の「カーボンニュー

トラル（CO2 排出量実質ゼロ）」の実現に向け、Scope1,２の

2030年のCO2排出量を50%削減（2016年度比）する目標を

掲げています。Scope３についても、2030年に2020年度比

で25％削減とする数値目標を新たに設定し、特に排出割合

が高い原材料調達・輸配送の面から取り組みを始めていま

す。Scope1,２の2023年度の削減割合は18.6%（2016年度

比・速報値）となり、着実に削減を進めています。

　具体的には、生産工程では2030年までの毎年１％のCO2

排出量削減に向け、省エネルギーのさらなる深化を進めてい

ます。未利用のエネルギーを活用できるヒートポンプなどの

新たな設備導入を含め、取り組みを積み重ねています。ま

た、非化石エネルギーの利用割合の向上に向けて、グループ

全体で太陽光発電設備の導入を進めており、さらにISF（マ

レーシア）ではCO2 48,000ｔ相当のグリーン電力を購入して

います(ISFの2023年度非化石電気割合71.8％）。コージェ

ネレーションシステムの活用も国内外で進めています。ISFデ

ンキル工場では2024年12月の稼働に向けた設置工事を進

行しており、ポートクラン工場では2026年の導入を決定しま

した。横浜磯子事業場では2030年の「HYDROGEN READY」

を目指し、水素をエネルギー源として活用できる高効率ガス

タービンコージェネレーション設備の設置工事を進めていま

す。水素供給網の整備状況を注視しつつ、熱エネルギーの非

化石化策としてこの設備での水素活用の実装を目指します。

これらの施策を組み合わせ、CO2削減に向け全方向で取り組

んでいきます。

　2024年2月に、プラスチック使用量を約39%削減（当社 

900gPETボトル容器比）した新しい800gPETボトル容器入

りの食用油を発売しました。従来の900gPETボトルにあった

「とって」をなくし、プラスチック使用量の大幅な削減を実現し

ました。また、ボトル・キャップフィルムの一部には再生ペット

樹脂を使用しています。形状については、テストを繰り返し、

手のひらに収まりやすいサイズとするとともに、ボトルの背

面に「くぼみ」を設けたことにより、左右どちらの手でも持ち

やすくなりました。手のひらに収まりやすいサイズで、収納し

やすさも兼ね備えています。

　近年、一般家庭でのクッキングオイルの使用量は減少傾向

にあり、1本の油を使い切る期間が伸びています。そのため、

お客さまの使用実態に合わせて従来品の900gより小容量

化することで、新鮮な食用油を適切な期間で、無駄なくお使

いいただくことができます。

生産工程における無駄・ロ
ス削減や未利用エネルギー
の利活用など

1%/年削減の
堅実な
積み重ね

太陽光発電やバイオマスボ
イラー導入など

非化石エネル
ギー割合の
向上

生産プロセスの変革やコー
ジェネレーションシステム
の導入など

2050年カーボンニュートラル
実現に向けて

Scope
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1

2

3

4

2030年度
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・2022年度 8.6%（実績値）
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脱炭素化を推進する戦略ロードマップ	（2024年7月時点）

重点領域「地球環境」と「信頼でつながるサプライチェーン」を主な取り組みとした「環境目標2030」を策定し、「地球温暖化の
防止」「環境にやさしい開発の推進」「資源循環の構築」「植物資源／自然保全」のテーマごとに長期視点の戦略的目標を設定し、
取り組みを進めています。

■ テーマ：地球温暖化の防止　2050年のカーボンニュートラル実現に向けてグループ全体で取り組みを推進

■ テーマ：環境にやさしい開発の推進　プラスチック使用量を削減した新容器入りの食用油を発売

■ テーマ：資源循環の構築　使用済み油付きPETボトルの回収実証実験を実施

■ テーマ：植物資源／自然保全　ブルーカーボンの吸収源として注目される「アマモ」再生の取り組み

環境目標2030

　食用油・調味料に使用され油が付着したプラスチックボト

ルは、容器内側の付着物の除去などに課題があり、プラスチッ

クとしてのリサイクルの仕組みは構築されていないのが現状

です。当社はこれまでも、地域行政と協働で使用済み油付き

PETボトルなどの回収実証実験を行い、再資源化や回収に向

けた現状把握と課題形成に取り組んできました。そして、

2024年5月より、キユーピー株式会社と協働し、小売店の店

頭で使用済み油付きPETボトルを回収する実証実験を開始

しました。油を扱う両社が企業の枠を超えて協働することで

実証実験などの活動を効率的に進め、使用済容器を活用す

るための技術検証を幅広く検討していきます。将来的には食

用油を使用した商品のPETボトルが資源循環される社会を

目指します。

　2004年から「金沢八景－東京湾アマモ場再生会議」が主

催するアマモ再生の活動に協力しています。アマモは海草の

一種で、多く生える場所はアマモ場と呼ばれ、水質改善や生

物多様性の保全に寄与しています。また、アマモはCO2を吸

収・固定するため地球温暖化防止に役立つとして注目されて

います。当社では、横浜磯子事業場の従業員を中心にこの活

動に参加し、アマモの花枝採取をはじめ、生育のためのさま

ざまな取り組みを行っています。海洋植物などを通じて海の

中で吸収されるCO2は「ブルーカーボン」と呼ばれ、吸収源で

あるアマモやマングローブなどの再生・保全活動が国内外で

進められています。

ボトルがスリムで、側面に指がフィットする
“くぼみ”があるため持ちやすい

新たにアマモを育てるため種子をもった若い枝を採取

使用済み油付き
PETボトル

回収 フレーク化 洗浄などを経て
ボトルの原料へ

さまざまなＰＥＴボトル
商品へ再利用

「森林」と「水セキュリティ」の2分野で「CDP Aリスト」に選定
　当社は、国際的な非営利団体	CDP	が実施する環境への

取り組みに関する企業調査において、「森林」と「水セキュ

リティ」の	2	分野で最高評価の「A	リスト」に初めて選定さ

れ、「気候変動」については、A-の評価となりました。2023

年は「森林」では31社が、「水セキュリティ」では103社がA

リストに選定されており（2024年9月時点）、当社グループ

は両分野でAリスト選定された数少ない企業のうちの１社

となりました。

CDP2023のAリスト企業一覧 		https://www.cdp.net/en/companies/companies-scores

　当社は、環境、エネルギー分野に強みを持ち、数多くのプラントの施工実績を持つエンジニアリング会社
です。これまでに培った省エネ・脱炭素技術と、自社所有する再エネ電源、子会社による電力需給や電力制
度に関する知見を組み合わせた脱炭素ソリューションを提供しています。
　日清オイリオグループ様は、早くからコージェネレーションシステムや高効率機器を積極的に導入されて
いましたが、2017年から当社との協働により、全国の生産拠点のエネルギー調達から供給までの最適化を
図る「エネルギーネットワーク」の取り組みを開始し、大幅なCO2排出量削減を実現しました（2023年度グ
ループ全体で2016年度比▲18.6%・速報値）。
　そして、現在建設中のコージェネレーション設備は、高いエネルギー効率を誇る最新鋭機種で、最大の特
徴は燃料（都市ガス）の一部を水素に置き換えて燃焼（水素混焼）できる点です。水素混焼の実現には、いか
にして現実的な方法で水素を調達できるかがカギであり、現状では水素供給方法やコスト面に課題があり
ます。しかしながら、新規領域への挑戦は長年協働してきた２社だからこそ取り組めるものであり、地域や
業界に先駆けて水素を活用することは大幅なCO2排出量削減を実現するだけでなく、その社会的影響も大
きいと考えています。

JFEエンジニアリング株式会社	
電力ビジネス事業部　	
エネルギーサービス事業推進部	
計画グループ　	
マネージャー

太田	涼

パートナーの声 長年の協働関係を基盤にCO2削減の新規領域へ挑戦
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世界の油脂需要は増加しており、社会・環境の変化とともに使われ方も多様化しています。当社グ
ループは植物資源の価値を技術でさらに高め、お客さまとの共創を通じ、社会が求めるソリュー
ションを実現します。安心を生む製品・サービスの安定した提供と、価値の創造を通じて、食のバ
リューチェーンに貢献します。

4 食のバリューチェーンへの貢献

日清オイリオグループビジョン2030

ビジョン2030で目指す姿を実現するための重点領域

安心を生む製品・
サービスの安定した
提供と、価値の創造

社会価値
お客さまと共に
食の価値を向上

経済価値
油脂ソリューションの

提供によるビジネスの拡大

お客さまと共に技術・商品・サービスを磨き、 
お客さまが創出する価値を高めます
油脂とミールの安定供給／新たな価値を持つ食品の開発／食品のおいしさの持続／賞味期限の延長／�
将来の食料不足解消等に取り組みます

共有価値と社会インパクト

CSV目標

実現したい姿に向けた主な取り組み

取り組み項目 2023年度実績 2024年度目標 2030年度目標
国内における食エネルギーの安定供給
（国内の総エネルギーに占める割合） 7.3％ 6％以上

ユーザーサポート機能の発揮によるソリュー
ション提供
グループのユーザーサポート件数増加率向
上（2019年度比）

127% 130％ 150％

－
新たな油糧資源、機能素材の獲得
（藻類による代替資質開発）に向
け、産学官連携PJ等への参画開始

－

実現したい姿

（社会価値）

お客さまと共に
食の価値を向上

（経済価値）

油脂ソリューショ
ンの提供による
ビジネスの拡大

国内における食エネ
ルギーの安定供給 ユーザーサポート�

件数増加率向上

搾油事業の持続性確保に向けたアライアンス戦略等
の推進

創発的な営業プロセスの実践

代替脂質の開発（新たな油糧資源、機能素材の獲得）

技術・アプリケーション開発
　・�油脂と他の材料を組み合わせた食品や加工用の
原材料

　・食品のおいしさ持続と賞味期限延長
　・食の新たな潮流への対応【関連事業】

油脂　
加工食品・素材

関連するCSV目標 主な取り組み

「Value Up +」期間中の成果と今後に向けて

　ユーザーサポートとは、業務用や加工用の領域で加工食品メー
カーや中食・外食などのお客さまのニーズに合った、最適な商品
やオペレーションなどを確かな技術的知見とともに提案すること
です。食のバリューチェーンが抱える社会課題の解決や、お客さ
まが創造する価値を高めていくうえで重要となる取り組みです。
　「Value Up +」の期間中は、新型コロナウイルスの影響に伴う
生活者の行動変容や「人手不足」「利便性」「おいしさ」などへの提
案を続けてきました。さらに、食品業界共通の課題である「フード
ロス削減」に向けては、2023年度より家庭用食用油の一部商品で
の賞味期限延長を実現したほか、業務用や加工用の領域では、機
能性油脂等の活用により採用いただいたお客さまの商品の賞味
期限延長を実現しています。また、食材や資材などの値段が上が
るなか、お客さまの商品の味や品質を落とさず、コスト抑制につ

ながるソリューションを提案することも重要なテーマとなってい
ます。
　こうした活動は、日清オイリオグループのみならずISF（マレー
シア）や大東カカオでも展開しており、当社グループの成長を牽引
しています。今後は新設したインキュベーションスクエアを活用
しながら、お客さまとの「共創」により油脂ソリューションの幅を
広げていきます。
　また、将来的な国内製油産業の長期的な課題に向けては、株式
会社J-オイルミルズと2023年10月に西日本エリアにおける搾油
合弁会社「製油パートナーズジャパン株式会社」を設立しました。
今後も油脂とミールの安定供給体制を維持・強化することで、国
内食品産業および畜産業の発展に貢献していきます。

　ISFでは、パーム油を主原料とし

たチョコレート用油脂を世界中のお

客さまに販売しています。チョコ

レート製品はその用途によって「理

想的な口どけ」が異なります。当社

のチョコレート用油脂を使用したお

客さまの最終製品にとって最適な

口どけを実現するために、チョコレー

ト用油脂に関する深い専門知識を

活かし、油脂のブレンドや加工条件

を調整することで、テイラーメイドの

ソリューションを提案しています。また、チョコレート用油脂にとっ

ては、食品としての安全性を担保することや持続可能な原料から生

産された商品であることも、重要なポイントとなります。

　昨今、カカオの価格が上昇するなかで、お客さまから我々のチョ

コレート用油脂を活用した新商品開発についてのご相談を受ける

機会が増えています。私たちの技術力・アプリケーション開発力に

よってこうしたニーズに応えることで、お客さまにとっての価値を

最大化すべく日々取り組んでいます。

　今後も、お客さまとの連携強化はもちろんのこと、日清オイリオ

をはじめとしたグループ各社の知見やリソースをより効率的に活

用し、私たちの技術をより磨き上げていくことで、革新的かつ包括

的なソリューションを提供していきます。

チョコレート用油脂の深い専門知識を活かし
それぞれのお客さまに最適なソリューションを提供

Senior Manager,  
R&D Division, ISF

Chia Swee Gee

社員の声

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
重点領域への
取り組み

コーポレート
ガバナンス

業績・
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　私たちの農園では、多種多様な品

種のオリーブを複数の栽培方法で生

産しています。当農園のオリーブから

生産されるエキストラバージンオリー

ブオイルは、早摘みオリーブの特徴

であるグリーン・フルーティの果実味

をしっかり感じられつつも、苦味・辛

味とのバランスが非常によいのが特

徴です。この複雑な風味は、イタリア

料理をはじめとする洋食はもちろん

日本の皆さんが誇る和食まで、どん

な料理にも合うことでしょう。

　ヨーロッパのオリーブ生産は、干ばつおよびイタリア南部でのピ

アス病菌という課題に直面しています。このような課題に対し、私た

ちは地中灌漑と肥料システムを導入し、対処していますが、今回こ

こに植林というアプローチが加わりました。この取り組みは私たち

と日清オイリオグループの関係をより強固なものにするものだと感

じています。ピアス病で枯れてしまった古いオリーブの木の代わり

に、この小さな木が成長していく様子を1年1年楽しみにしています。

　イタリアと日本は遠く離れていますが、植物資源が育つ環境を次

世代に残したいという思いは共通だと感じています。お互い知恵を

絞り、我々をとりまく環境を改善できるよう共に尽力していきます。

オリーブ生産者

Nicola Pantaleo

風味豊かなオリーブを次世代に残すために、２社協働で植林を実施

日本の食を支える、重要な素材・エネルギーの供給者として、持続可能な方法で生産された原料を用い、お
客さまにお届けするまでの品質に常に真摯に向き合うことで、将来にわたって安定したサプライチェーン
の構築に努めます。また、安全な製品の供給と透明性が高いコミュニケーションを通じてお客さま・社会と
の信頼関係を構築します。

5 信頼でつながるサプライチェーン

日清オイリオグループビジョン2030

ビジョン2030で目指す姿を実現するための重点領域

川上から川下まで
持続可能な

サプライチェーンを構築

社会価値
原料産地の環境と 

人権の保護

経済価値
持続可能な

サプライチェーンを強みとした
ビジネスチャンスの拡大

誠実さを大切に、強く、しなやかなサプライチェーンを構築します
川上での原料産地の環境と人権の保護／森林破壊ゼロ／泥炭地開発ゼロ／搾取ゼロ／�
川下での物流の持続可能性向上／安全・安心な油脂の供給に取り組みます

取り組み項目 2023年度実績 2024年度目標 2030年度目標

人権尊重を基盤とした事業活動の展開・
深化

サプライヤーガイドラインを制定し、優先度
の高いサプライヤーから案内を開始、製造
委託先へはSAQ（自己評価調査票）実施と
現場視察に着手

サプライチェーンに対する人権
デュー・ディリジェンスの本格運用

サプライチェーンにおいて人権侵
害を発生させない土壌や仕組み
の構築

農園までのトレーサビリティ比率向上 パーム油�92.7％
（1-12月）

パーム油：トレサービリティ比率
100％を実現・継続するための実
効性ある取り組みの展開

パーム油100％

持続可能な大豆の調達推進
・�トレーサビリティの把握、Scope3削減等
を軸としたアクションプランを策定
・�サプライヤー、生産者団体とのエンゲージ
メント開始

安定供給を前提とした持続可能な大豆の調達

持続可能なカカオの調達推進
農園トレース可能なカカオ調達、認証カ
カオ使用商品発売、希少豆の保存等を軸
としたアクションプランを策定

安定供給を前提とした持続可能なカカオの調達

持続的かつ
競争力ある
物流体制の
構築

輸送積載効率向上に向
けたF-LINE共配函数
比率拡大

14% 20％ 30％

トラックドライバー拘束
時間削減（日清オイリオ
単体の工場内）

平均88分
（2024年3月時点） 平均60分 平均30分以内

実現したい姿

（社会価値）

原料産地の環境
と人権の保護 事業活動全

体で人権を
尊重していく
姿勢を追求（経済価値）

持続可能なサプ
ライチェーンを強
みとしたビジネス
チャンスの拡大

人権尊重を基盤とした事業活動の展開・深化

農園までのトレーサビリティ比率向上

持続可能な大豆の調達推進

持続可能なカカオの調達推進

F-LINE共配函数比率拡大

トラックドライバーの拘束時間削減

【関連事業】
油脂　加工食品・素材　ファインケミカル

関連するCSV目標 主な取り組み

・�パーム油調達におけるトレーサ
ビリティの把握と課題解決に向
けたアクションプランの推進

・�大豆・カカオの調達におけるア
クションプランの推進

・持続可能な物流体制の構築

　オリーブオイルは、スペインやイタリアを中心とした地中
海沿岸のヨーロッパで世界の約60%が生産されています。近
年、気候変動の影響によってオリーブの不作が続き、世界的
に需給がひっ迫し、国内でも在庫不足の状況が続いていま
す。世界の40％以上を生産しているスペインでは、2022年
の記録的な干ばつや2023年の降雨不足により、2022年から
2023年にかけての収穫に続き、2023年から2024年にかけ
ての収穫においても大減産となりました。このような厳しい
原料環境下における安定的なオリーブ調達のため、サプライ
チェーンの強靭化が重要な課題となっています。

オリーブオイルの原料事情

BOSCOオリーブオイルの生産農園にオリーブの木を植林
　BOSCOオリーブオイルは、主にイタリアで栽培されたオリー
ブを使用しています。イタリアでは、近年の不作に加え、植物を枯
死させるピアス病菌の感染拡大が続いており、今後50年間でイタ
リアにおいて枯死するオリーブの木による経済損失は、最大52億
ユーロに上ると推計されています。さらに、イタリアのオリーブ農
園では多くの木が老木化しており、生産性に影響を与えています。
　こうした厳しい環境下にあるオリーブ生産の安定化に貢献する
ため、当社はイタリアでオリーブの植林活動を開始しました。
2024年、BOSCOオリーブオイルの原料となるオリーブを生産す
る2つの農園に、ピアス病菌への耐性が強い品種のオリーブ約

1,200本の植林を行いました。今後もこの活動を続け、生産地と
共に課題解決に取り組みながら、オリーブオイルを将来にわたっ
てお客さまにお届けし続けていきます。

農園の方々と一緒に従業員が植林を
実施

ピアス病によって枯れたオリーブの木

主要国オリーブ生産量

17/18 18/19 19/20 20/21 21/22 22/23
（暫定）

23/24
（見込）

0

500

1,000

1,500

2,000

（千 t）

スペイン
イタリア
ギリシャ
チュニジア
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共有価値と社会インパクト

CSV目標

実現したい姿に向けた主な取り組み パートナーの声

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
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■  アクションプランの取り組み状況
①トレーサブルで透明性のあるサプライチェーンの構築
　小規模農園までのトレーサビリティ把握に向けて、NPOとの協働
でFFBディーラー※1とのワークショップを開催し、NDPE※2宣言の意
義の共有とFFBの流通実態の把握により、トレーサビリティ割合を各
段に向上させました。また、搾油工場までの追跡が可能なRSPO	SG
認証油の仕組みの活用と聞き取り調査により、農園までのトレーサビ
リティ把握を進め、2023年度は92.7%まで向上しました。

②	小規模農家の生産性・収益性の向上による	
森林保護と人権尊重
　2023年から3年計画で、欧州チョコレート企業のFerreroおよび主
要調達農園の１社であるHap	Sengと協働し、小規模農家に対して
RSPO認証取得への実務的な支援を行っています。生産されたSG認
証油は、当社グループが調達しFerreroへ供給する予定です。また、
POCG※３のワーキンググループにISFが参画し、サプライヤーのNDPE
ポリシー遵守状況の開示をはじめ、間接的な支援を行っています。

③ステークホルダーとの連携による	
　人権尊重の取り組みの推進
　農園や搾油工場とのエンゲージメントを通じて、人権尊重の取り組

みを推進しています。NPOのEarthwormの支援のもとFerreroと協
働し、主要調達農園のKULIMと農園労働者の労働環境や外国人労
働者の採用についての実態調査を実施し、今後改善するべき課題を
整理しました。また、直接的なサプライヤーである中小搾油工場を対
象に勉強会を実施し、NDPEやMSPO改訂ポイントの理解を促すと
ともに認証の取得支援を行っています。

④パーム油サプライチェーンにおける	
　Scope3	CO2排出量の削減
　Scope3	におけるCO2排出量削減のため、マレーシアのパーム油政
府機関に対してScope3	CO2排出量削減目標の設定を働きかけてい
ます。また、CO2排出量削減を促すRSPOやMSPO認証油の調達を拡
大することで、Scope3	CO2排出量削減に貢献していきます。その他、
パーム油生産過程で発生するメタンガスのエネルギー源としての有
効活用やCO2の吸収源であるマングローブ植林などを行っています。

日清オイリオグループビジョン2030

人権尊重への取り組み

物流の2024年問題への対応について

　当社グループは、サプライチェーンにおいて事業が直接的

または間接的に人権に影響を及ぼす可能性があることを認

識し、事業に関わるすべての人々の人権を尊重するため、「日

清オイリオグループ人権方針」を制定し、国連の「ビジネスと

人権に関する指導原則」に沿い、当社グループ全体での人権

尊重の取り組みを推進しています。当社グループは、「国際

人権章典」および「OECD多国籍企業行動指針」ならびに「労

働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」に規定

された人権を尊重します。人権尊重の主な取り組みとして、

当社グループのサプライチェーンを対象とした「人権デュー・

ディリジェンスの仕組みの構築」「苦情処理メカニズムの運用

による救済措置」を進め、取り組み内容を適宜Webサイトで

公開しています。

　物流業界では、2024年問題への対応をはじめとする多く

の課題を抱えています。当社においても2023年12月に「物

流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画」を策定し、

課題解決に向けたさまざまな取り組みを行っています。

　具体的には、集車力の強化や倉庫作業の平準化、中継拠点

での深夜作業の削減等を目的に、受注から納品までのリード

タイム延長を実施しました。

　また、横浜磯子工場の近隣で大型外部倉庫を新規賃借し、

横浜磯子工場構内や周辺に点在している在庫を集約しまし

た。その結果、運転士の荷待ち・荷役時間の短縮や出荷作業

スペースの拡大による作業の効率化等が進みました。

　その他、運転士の労働時間規制によって1日に走行できる

距離が減少していることをふまえ、拠点間の長距離輸送につ

いて中継地を利用した輸送へ変更し、1日の走行距離の短縮

化を推進しています。
アクションプランの詳細や「持続可能な調達レポート（パーム油）」は当社Webサイトを参照ください。
	https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/sustain/palm_action_plan.html

■ パーム油の持続可能な調達

持続可能なサプライチェーンの構築に向けた取り組み

　原材料に関わる環境・社会課題を解決し持続可能なサプ

ライチェーンを構築することは、当社グループの持続的な

成長に直結する取り組みであると捉え、事業活動を通じた

課題解決への取り組みを進めています。すべての原材料・

サービス等の調達活動の指針となる「日清オイリオグループ

調達基本方針」のもと、パーム油、大豆、カカオそれぞれの

調達方針を制定しています。また、2023年度には大豆とカ

カオのアクションプランを策定するとともに、パーム油アク

ションプランの見直しを行い、グループ一体での取り組みを

進めています。

　近年、環境・人権尊重の要求が急速に高まるなか、当社グ

ループは製品・サービスの物性（機能面）の品質や安全・安

心の品質に加え、社会的な品質の向上をパーム油事業成長

の原動力としていきます。そのため農園までのトレーサビ

リティ構築によるマネジメント強化を最重要課題として、課

題解決に向け、川上の農園や搾油工場、川下の加工メー

カーや消費者と協働し、さまざまな取り組みを推進してい

ます。

人権尊重の取り組みの全体像

ロードマップ

※1  FFBディーラー：小規模農園で収穫されたパームの果房FFB（Fresh Fruit Bunch）を購
入し搾油工場へ販売する仲介業者

※2  NDPE（No Deforestation, No Peat and No Exploitation）：森林破壊ゼロ、泥炭地に
おける新規開発ゼロ、先住民、労働者への搾取ゼロ

※3 POCG（The Palm Oil Collaboration Group）：NDPEへの実効性のある行動と加速を
目的としたワーキンググループで、NPOのProforestが主導しパーム油サプライチェーン
関連企業が参画している

アクションプラン詳細 	https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/sustain/soy_action_plan.html

人権への取り組み詳細 	https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/human_rights/

人権デュー・ディリジェンスの実施
　2023年度は、当社グループにおける人権リスクをふまえ、「日清オイリ
オグループサプライヤーガイドライン」を制定し、その周知を図りました。
そして、当社事業への影響、市場性や地域性、法規制の有無等の観点か
ら、優先度の高い製造委託先約40社にSAQ調査を実施し、そのうち2社へ
訪問し「日清オイリオグループ人権方針」の説明や意見交換など対話を実
施しました。今後もこうした取り組みを継続的に実施していきます。

苦情処理メカニズムの検討
　現在、当社グループにおける苦情処理メカニズム（相談窓口）は、当社と
ISF（マレーシア）でパーム油を対象に運用しています。当社グループが
パーム油調達方針に違反した場合、外部のステークホルダーからの相談
や苦情に対して対応を講じ、その内容を当社とISF（マレーシア）のWebサ
イトで公開し、透明性の確保に努めています。当社グループは、公益通報
など内部通報制度の窓口として「日清オイリオグループ企業倫理ホットラ
イン」を設けており、人権に関する相談・通報も対象とし、運用しています。

2022 2023 2024〜2025 2026〜

人権デュー・ 
ディリジェンス

・ 当社グループ内における　
人権課題の把握

・ 人権リスクの分析・特定

・ 優 先 度 の高 いサプライヤーから人 権
デュー・ディリジェンスの仕組み構築を
開始（サプライヤーガイドライン制定とそ
の周知、SAQ調査、訪問監査）

・ サプライヤー全般を対象とし
た人権デュー・ディリジェンス
の仕組み構築・トレーサビリ
ティの強化

・ 人権デュー・ディリジェンス
の仕組みに基づく継続実施

苦情処理 
メカニズム

・ 企業倫理ホットラインな
ど、既存制度の見直し

・ 苦情処理メカニズムの拡充に向けた社
内外との意見交換実施 ・ 苦情処理メカニズムの構築 ・ 苦情処理メカニズムに基づく

運用、継続的な改善

情報公開 ・ 当社Webサイト、統合報告書に情報公開 ・ 当社Webサイト、統合報告書などにおいて適宜情報を更新

　大豆生産地における環境への配慮や、継続的なモニタリン

グによる実態把握により、サプライチェーンを通じた課題解

決に取り組んでいます。2023年度は、トレーサビリティの向

上およびCO2排出量の削減に向けて、取引先（Tier1）へのアン

ケート・ヒアリングや生産地のサプライヤー訪問により、実態

把握やディスカッションを実施するとともに、業界団体を通じ

て生産者団体とCO2排出量削減に向けて具体的な協議を開

始しました。また、RTRS	(責任ある大豆に関する円卓会議)

へ加盟し、今後、RTRS認証大豆の調達に向け、ユーザーとの

対話により需要を調査していきます。

　業務用チョコレートの製造・販売を行う大東カカオは、2021

年から「カカオの風味のサステナビリティ」に取り組んでいます。

エクアドルの現地固有種で特徴的な風味を持つ「アリバ種」を

保全するため、耐病性に強い台木にアリバ種の穂木を接ぎ木

し、風味・品質の維持や生産性向上に向けた栽培方法の改良

を進めています。また、トレーサビリティが確保できる新たな調

達ルートの確立に向け、カカオの風味や品質などの評価を実施

し、2024年に試験的な調達を予定しています。その他、環境・

社会課題の解決につながる認証カカオ製品の拡大に向けて、

厳選素材を使用した「ANTHEM」シリーズに認証カカオを使

用した製品を拡充しました。

■ 大豆の持続可能な調達

■ カカオの持続可能な調達

アクションプラン詳細 	https://www.nisshin-oillio.com/company/sustainability/sustain/cacao_action_plan.html

コミットメント（人権方針）

人権デュー・ディリジェンス
Ⅰリスクの特定・評価

Ⅳ 結果等公表

Ⅱ 予防・是正

Ⅲ 追跡調査

救済措置
苦情処理メカニズム（相談窓口）

教育

情報公開
（枠組み全般）

ステークホルダーとの対話

推進体制

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
重点領域への
取り組み

コーポレート
ガバナンス

業績・
企業情報
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当社グループの持続的な成長には、多様な視点に基づく創造性は欠かせません。ダイバーシティの実現
と、常に社員の健康増進や教育、幅広い経験のための機会の創出に努め、社員一人ひとりの働きがいを
高めることで、組織能力を高め、バリューチェーンのあらゆる場面においてイノベーションを起こします。

ビジョン2030で目指す姿を実現するための重点領域

6 人材マネジメント

日清オイリオグループビジョン2030

多様な人材の働きがい・
組織力の向上

社会価値
社員の働きがいの向上

経済価値
イノベーションの創出による

さらなる企業成長

多様な人材の働きがいを高め、 組織能力を向上し、
イノベーションを起こします
多様な人材が十分に能力発揮できる職場環境・制度の提供／社員の働きがい向上／新たな企業文化の醸成／�
多様な人材の活躍に取り組みます

人材のあるべき姿

人材マテリアリティ

グローバルな舞台で
「おいしさ・健康・美」の新たな価値を創造し続ける

エネルギッシュな精鋭集団

グループの理念・
ビジョンへの共感 強固な人材力の構築 多様な人材の活躍

イノベーションを
生み出す組織風土

への進化

健康経営の推進

　当社グループが持続的な成長を実現するためには、社員が

会社のビジョンに共感し、情熱を持って、やりがいを感じなが

ら意欲的に仕事に打ち込める環境をつくることが欠かせませ

ん。当社グループでは、「ビジョン2030」で目指す姿の実現に

向けて、社員一人ひとりの「成長」と「働きがい」を原動力に組

織能力を強化するべく、「積極的な人材投資」と「組織･マネジ

メント改革」を推進しています。

　人材の拡充や教育投資、働きやすい環境づくり等も含め、

長期的視点で社員の成長や能力発揮に資する取り組みを計

画的に実行することで、全社員がビジョン実現に向けた強い

想いを持ち、自身の能力を高めながら主体的に行動し、成長し

続ける組織風土を醸成し、定着させていきます。

● 多様性を活かす厚みのある組織構築
● 社員と会社の新たなパートナーシップの構築 
● 社員の成長加速
● マネジメントの強化・高度化

人的資本への投資

積極的な
人材投資

組織・人材
マネジメント改革

社員の健康維持・増進に向けた投資

基本方針

健康経営

人材戦略

■�人的資本への投資

　人的資本経営の一環として、「多様な強みをもつ個と組織の
Value Up」を基本理念とした新たな人事制度を2023年10月よ
り導入、全員が高みを目指し成長や成果実現に向けて主体性を発
揮するために、評価制度、処遇制度、人材開発制度を中心に改革
を行いました。一人ひとりの意欲と能力を最大限引き出すととも
に、よりキメの細かい人材マネジメントの実現を目指しています。
　また、2024年4月には「人材マネジメント」のCSV目標の考え方

について、グループ経営を意識した今日的な内容へと見直しまし
た。当社グループのビジョンや事業戦略と連動したものとするべ
く、ビジョン実現に資する人材のあるべき姿を改めて定義し、当社
の人材領域における重要課題（人材マテリアリティ）を特定、各マ
テリアリティに対し、2030年のゴールとそれらに紐づくCSV目標
を定め、ビジョン実現への確度を高めています。

「Value Up+」期間中の成果と今後に向けて

取り組み項目 2023年度実績 2024年度目標値 2030年度目標値

グループ理念・
ビジョンへの共感

グループの経営理念・ビジョン2030
への共感指数向上

グループ全体で理念やビジョン、当社グループの企業価値に共感と誇りを持ち、
主体的に行動している状態を目指す。
（2024年度より調査のうえ適切な目標値を設定する）

強固な人材力の構築
積極的な人材開発投資としての正社
員一人当たり「年間教育研修費用」の
維持・拡大

78,631円 78千円以上 95千円以上

多様な人材の活躍

仕事を通じた社員の「成長志向」と「成
長実感」の拡大

社員が成長意欲を持ち、仕事を通じて成長を実感できている状態を目指す。
（2024年度より調査のうえ適切な目標値を設定する）

女性管理職比率向上※単体 7.3％ 8％ 20％

イノベーションを
生み出す
組織風土への進化

「働きがい」を感じる社員の割合拡大
「働きがい」を持った社員が社内外で創発的なコミュニケーションや共創に取り組み、�
挑戦する組織風土が醸成されている状態を目指す。
（2024年度より調査のうえ適切な目標値を設定する）

【参考：単体】 65.5％ 70％ 80％

共有価値と社会インパクト

実現したい姿

（社会価値）
社員の働きがいの向上

【人材のあり姿】
グローバルな舞台で「お
いしさ�･健康�･美」の新た
な価値を創造し続けるエ
ネルギッシュな精鋭集団

関連するCSV目標 主な取り組み

理念・ビジョンへの共感や、グループ社員としての誇り
の醸成に向けたインナーブランディングの推進

強固な人材力の構築に向けた、高度専門人材の育成・獲
得、現場力強化などの積極的な人材投資

人材マネジメントの高度化およびアウトプット重視の働
き方による多様な人材の活躍

イノベーションを生み出す組織風土への深化に向けた創
発的なコミュニケーションや、挑戦する組織風土の醸成

経営理念・ビジョン2030への共感指数
向上

正社員一人当たりの「年間教育研修費
用」の維持・拡大

社員の「成長志向」と「成長実感」の拡大

女性管理職比率向上

「働きがい」を感じる社員の割合拡大

実現したい姿に向けた主な取り組み

（経済価値）
イノベーションの創出に
よる更なる企業成長

CSV目標

社長メッセージ 価値創造
ストーリー 戦略の進捗 事業戦略・

基盤戦略
重点領域への
取り組み

コーポレート
ガバナンス

業績・
企業情報
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日清オイリオグループビジョン2030

■ 人材マテリアリティ② 強固な人材力の構築

人材マテリアリティの取り組み

　社員の健康への取り組みは、企業の発展を支える土台づ

くりであると捉えており、一人ひとりが活力高く働き、健康的

で豊かな人生を送れるよう、社員の健康維持・増進、生産性

向上に向けた支援を積極的に展開しています。統括組織で

ある健康経営推進部を中心に、経営、各事業所の健康推進

担当や健康保険組合、労働組合が連携し、「生活習慣病予防」

「禁煙促進」「こころの健康」を重点テーマに施策を展開して

います。 一例としては、健康維持に役立つさまざまなテーマ

について学ぶことができる「オンライン健康セミナー」、体組

成や血管年齢、ストレス度などを測定できる「健康測定イベ

ント」、禁煙にチャレンジする社

員を応援する「禁煙キャンペー

ン」など、社員の健康への意識

向上を促しています。

　事業環境の変化が激しく、戦略テーマが高度化し課題解

決の難易度が増すなか、高度な専門性を有した人材や、堅

固で揺るぎない現場力を支える人材など、一人ひとりの力

を今以上に高め、より強固なものにしていく必要がありま

す。当社は「教育最優先の原則」という人材育成を最優先

とする方針をもち、長年にわたり経営の重要テーマとして

位置づけて体質化してきました。そのよい文化をグループ

全体にも波及させ、「ビジョン2030」の実現に向けた積極

的な人材投資を実施していきます。

　2023年度よりスタートした「グローバル人材登録制度」

では、公募による登録者に対し、専用教育プログラムの提供

や海外グループ会社への優先的な配置を実施しています。

その他、教育研修の充実化や経験者採用による人材の拡充

にも注力しています。

6度目の認定となったホワイト500

人材マテリアリティ① グループの理念・ビジョンへの共感

2030年度ゴール
●  インナーブランディングを通じ、グループ全社員が企業理念やビジョンならびに当社の企業価値に共感し、誇りを
持ち、常に意識して行動している

人材マテリアリティ② 強固な人材力の構築

2030年度ゴール
●  高度専門人材を積極的に育成・獲得し、ソリューションの舞台となるインキュベーションスクエアをはじめ、グロー
バルポジション、コーポレート部門等に重点配置

●  堅固で揺るぎない生産や営業等の「現場力」で競争力を発揮

　グローバル人材登録制度の利用を経て、現在はマレーシアの研究開発拠点であるNGRCで勤務していま

す。以前から、国際栄養学会に参加したり、NGRCの社員からマレーシアの栄養課題について話を聞いたり

するなかで、国や地域ごとに栄養課題、規制、流行が異なることを感じ、海外の企業や研究者と直接会話す

るからこそ得られる情報があると考えていました。そこで、国際学会への参加や海外研究所・企業との協働

によるグローバルな臨床試験の機会を得たいと考え、この制度に登録しました。以前から英語は学んでい

ましたが、教育支援プログラムを利用し、さらに語学力を磨きました。

　私のような比較的若手でも海外勤務の機会を得られたのは、この制度のおかげだと思います。環境変化

による不安はありますが、多くの経験を得るため業務や私生活で意識的に取り組んでいます。現在の業務

経験を活かし、将来的には製品の海外展開に携わったり、新たな技術開発にも挑戦したいと考えています。

グローバル人材登録制度を活用し、海外勤務を経験

Nisshin Global Research 
Center SDN.BHD

石川 榛那

社員の声

　昨年「統合報告書2023」を読み込み、名古屋工場抽出課がCSV目標にどのように関与しているのかを分

析し、レポートを作成するとともに同僚にも説明し、その内容を共有しました。

　私は工場のオペレーターとして、大豆や菜種から原油とミールを生産する工程に携わっています。今回、

特に重点領域「食のバリューチェーンへの貢献」のCSV目標「国内における食エネルギーの安定供給」への

理解を深めることで、私たちが生産した油脂やミールが数々の工程を経て、非常に多くのお客さまの手元に

届いていることがわかりました。

　今回の取り組みを通じて、「自分はどのような仕事をしているのか」ということを自分自身の言葉で説明で

きるようになったと考えています。日頃の業務が「日本の食エネルギーを支える」という点で、社会において

重要な価値を持っていることを改めて感じ、より一層前向きに仕事に取り組めるようになりました。

「ビジョン2030」への理解を深めることで日頃の業務の価値を実感

名古屋工場抽出課

髙田  蓮

社員の声

　グループ一丸となって「ビジョン2030」で目指す姿を実

現していくためには、当社グループの全社員が理念やビ

ジョン、企業価値に共感し、誇りを持って主体的に行動する

ことが最も重要です。そのため、経営トップからのメッセー

ジの発信や、階層別教育の場や統合報告書・グループ報な

どの媒体を通じて、社員が理念やビジョンへの理解を深め

られるような取り組みを行っています。今後はさらに、国・

地域・事業体を越えてグループ内で共通認識化するべく、

情報発信の強化や教育・ワークショップの実施、経営層と社

員の対話の場づくりといった取り組みを進めていきます。

人材マテリアリティ③ 多様な人材の活躍

2030年度ゴール
●  人材マネジメントの高度化により自社で働く多様な個の能力やスキルを引き出し、全社員が活躍と成長を実感
●  若いうちに社内外問わず多くのキャリアを積み視野拡大
●  アウトプット重視の働き方へ意識転換（脱・長時間労働）

人材マテリアリティ④ イノベーションを生み出す組織風土への進化

2030年度ゴール
●  社員が社内外で積極的に創発的なコミュニケーションや共創に取り組み、挑戦する組織風土が醸成されている
●  チャレンジしたことに重きをおく評価制度が浸透
●  心理的安全性が担保され、個の強みが最大発揮

人材マテリアリティ⑤ 健康経営の推進

2030年度ゴール
●  健康経営が「社員一人ひとりの心身の健康」と「やりがいを持って活力高く働く」ことの土台として機能しており、
社員の健康と魅力ある会社づくりが実現できている

　当社グループでは、仕事を通じた自己成長と社会や組織

への貢献実感が働きがいにつながり、働きがいこそが主体

性の原動力となると考えています。社員と会社が互いに高

めあう環境を築き、社員が社内外で積極的に創発的なコ

ミュニケーションや共創に取り組み主体的に挑戦する風土

を醸成し、イノベーション創出の基盤としていきます。

　風土づくりにおいて、自ら手を挙げた人が機会を得られ

る、手挙げの文化を根付かせることも重要な施策の一つで

す。2022年度よりデータとデジタル技術を活用した事業変

革アイディアを社員から募る社内提案制度を実施し、社内

審査を通過したチームについては、プロトタイプによる検証

と事業性の評価を行い、採択されたアイディアは提案者・

チームが主体となって実現化を進めています。また、2021

年度より当社社員のエンゲージメント状態を定期的に調査

し、全社的な人材戦略と職場のマネジメントに活かしていま

す。調査結果を役員と役職者へ公開し、部・課単位で自組織

の改善ポイントを定め、アクションプランの策定と改善行動

につなげています。
※ 社内提案制度に取り組んでいる社員の声はP42をご覧ください。

　一人ひとりの多様な強みを活かすことが持続的な成長と

企業価値向上に重要なことと考え、全社員が活躍と成長を

実感できる状態を目指し、チャレンジや成長機会の提供と、

「働きやすさ」の観点から社内環境の整備を進めています。

　社員が自らの個性を発揮して活躍するには、管理職にも

高度なマネジメント力が求められることから、部下の個性や

主体性を引き出すマネジメントへの意識の転換や、キャリア

開発支援のスキル向上を目的とした管理職研修を実施して

います。また、2024年度には「キャリアデザイン制度」を刷新

し、社員一人ひとりの能力・個性の把握や、上司によるキャリ

ア面談を充実化し、社員の主体的な行動と上司を中心とし

た会社の指導・サポートにより、社員が多様な個性を最大限

発揮できる制度へと改定を行いました。社内環境の整備に

ついては、業務特性をふまえた生産性が高く柔軟な働き方

の実現と、育児・介護などさまざまな状況下にある社員がパ

フォーマンスを高め活躍できる環境を整備しています。女

性をはじめ、性別や年齢によらないすべての社員が活躍で

きるよう、計画的な教育やジョブローテーションを通じた育

成、育児や介護との

両立支援の充実化な

どの取り組みを続け

ています。

管理職を対象としたマネジメント研修の様子
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